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コーポ
レート・
ガバナン
ス構成

取締役総数 C:単体 11 10 11 人
監査等委員以外の取締役 総数 C:単体 8 7 8 人

うち、女性 C:単体 0 0 1 人

うち、外国人 C:単体 0 0 0 人

業務執行社内取締役 C:単体 5 4 6 人

非業務執行社内取締役 C:単体 1 1 0 人

社外取締役 C:単体 2 2 2 人
監査等委員である取締役 総数 C:単体 3 3 3 人

うち、女性 C:単体 0 0 0 人

うち、外国人 C:単体 0 0 0 人

社外取締役 C:単体 2 2 2 人
執行役員 C:単体 8 7 5 人

うち、女性 C:単体 1 1 0 人
監査等委員以外の取締役 C:単体 182.3 206.4 167.4 百万円

うち、社外取締役 C:単体 13.2 13.2 13.2 百万円
監査等委員である取締役 C:単体 31.5 31.5 31.5 百万円

うち、社外取締役 C:単体 13.2 13.2 13.2 百万円
コンプラ
イアンス
の状況

コンプライアンス確認テスト履修率 C:単体 100 100 100 ％

内部通報・相談件数 C:単体 0 1 5 件

ハラスメント相談件数 C:単体 0 1 5 件

温室効果
ガス排出
量

Scope1,Scope2 Scope1 A:連結 0.65 0.70 0.13 ｔ-CO2e

Scope2（マーケット基準） A:連結 696.37 722.94 453.86 ｔ-CO2e

Scope2（ロケーション基準） A:連結 700.18 718.90 716.33 ｔ-CO2e

Scope1+Scope2排出量合計（マーケット基準） A:連結 697.02 723.64 453.99 ｔ-CO2e

国内 B:連結 679.72 705.26 436.88 ｔ-CO2e

海外 D:海外 17.30 18.39 17.11 ｔ-CO2e
Scope3 Scope3 A:連結 7,149.73 6,698.84 7,149.32 ｔ-CO2e

カテゴリ1 購入した物品・サービス A:連結 6,530.60 5,890.90 5,919.86 ｔ-CO2e

カテゴリ2 資本財 A:連結 99.40 74.08 337.42 ｔ-CO2e

カテゴリ3 燃料・エネルギー関連活動 A:連結 252.74 277.69 285.76 ｔ-CO2e Scope1&2に含まれない燃料・エネルギー

カテゴリ6 出張 A:連結 164.98 333.13 420.38 ｔ-CO2e

カテゴリ7 雇用者の通勤 A:連結 89.54 108.87 144.66 ｔ-CO2e

カテゴリ15 投資・融資 A:連結 12.47 14.17 41.24 ｔ-CO2e

総計（Scope1+2+3） A:連結 7,847 7,422 7,603 ｔ-CO2e

売上高あたり温室効果ガス排出量 A:連結 0.039 0.039 0.023 t-CO2e/百万円 （Scope1+2)／売上高
エネル
ギー消費
量

エネルギー消費量 都市ガス A:連結 292.00 313.00 63.33 ㎥

電力 A:連結 745.93 748.50 770.50 MWh

蒸気 A:連結 2604.34 2589.15 2823.05 GJ

冷水 A:連結 4013.03 4324.07 4294.75 GJ
紙資源 紙使用量 紙資源量（事務用紙） B:連結 2.96 3.00 2.22 ｔ

紙廃棄物 紙廃棄物合計 B:連結 2.26 2.26 3.48 ｔ

リサイクル率 B:連結 76.6 75.4 157.0 ％ 2023年度は一括廃棄で廃棄量が一時的に増加

※1）温室効果ガス排出量の開示にあたり、信頼性を高めるために2022年度から第三者保証を取得しています。

従業員数
（連結）

総数 A:連結 657 684 699 人

うち、男性 A:連結 533 542 543 人

男性割合 A:連結 81.1 79.2 77.7 ％

うち、女性 A:連結 124 142 156 人

女性割合 A:連結 18.9 20.8 22.3 ％

うち、外国人 A:連結 17 19 16 人

外国人割合 A:連結 2.6 2.8 2.3 ％
従業員数
（単体）

総数 C:単体 500 521 537 人

うち、男性 C:単体 419 431 439 人

男性割合 C:単体 83.8 82.7 81.8 ％

うち、女性 C:単体 81 90 98 人

女性割合 C:単体 16.2 17.3 18.2 ％

うち、外国人 C:単体 11 13 10 人

外国人割合 C:単体 2.2 2.5 1.9 ％

平均年齢 C:単体 41.2 41.1 40.7 歳

男性 C:単体 42.0 42.0 41.8 歳

女性 C:単体 36.9 36.4 35.6 歳

平均勤続年数 C:単体 11.1 11.2 11.2 年

男性 C:単体 11.6 11.8 12 年

役員報酬等

環境関連

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

※1

社会関連



女性 C:単体 8.4 8.1 7.7 年

女性／男性 C:単体 72.9 68.8 64.7 ％
管理職 総数 C:単体 85 80 90 人

男性 C:単体 81 75 86 人

男性割合 C:単体 95.3 93.8 95.6 ％

女性 C:単体 4 5 4 人

女性割合 C:単体 4.7 6.3 4.4 ％
障がい者
雇用

障がい者雇用の推進 障がい者雇用数 C:単体 8 11 13 人

障がい実雇用率 C:単体 1.57 2.07 2.38 ％
報酬 平均年間給与 従業員全体 C:単体 7,608 8,296 7854 千円

新卒初任給 修士 C:単体 260 260 273 千円

学士 C:単体 246 246 259 千円
報酬額の男女比 女性／男性 C:単体 76.3 77.1 75.1 ％

採用と離
職

採用者数 総数 C:単体 34 44 49 人

男性 C:単体 26 30 34 人

女性 C:単体 8 14 15 人

新卒採用者数 C:単体 21 21 23 人

中途採用者数 C:単体 13 23 26 人
離職者数 C:単体 27 20 28 人 定年退職者等は除く

離職率 C:単体 5.8 4.1 5.4 ％ 定年退職者等は除く
継続雇用 新卒採用 3年後定着率 C:単体 88.2 90.0 95.7 ％

ワークラ
イフバラ
ンス

両立支援制度利用状
況

妊婦特別休暇取得者数 C:単体 4 2 4 人

産前産後休暇取得者数 C:単体 3 2 6 人

育児休業取得者数 C:単体 9 3 14 人

男性 C:単体 5 3 10 人

女性 C:単体 4 0 4 人

育児短時間勤務制度利用者数 C:単体 4 6 6 人

育児休業取得率 C:単体 60.0 23.1 70.0 ％

男性 C:単体 45.5(109.1) 27.3(72.3) 62.5(100) ％ ()内は育児目的休暇を含めた取得率

女性 C:単体 100 ー 100 ％

育児休業取得後の復職率（女性） C:単体 100 100 100 ％

育児休業取得後の定着率（女性） C:単体 100 100 100 ％ 復職した年の翌々年度末時点の在籍率

介護休業取得利用者数　 C:単体 0 0 0 人

介護短時間勤務制度利用者数 C:単体 0 0 0 人
健康経営 労働安全衛生 定期健康診断受診率 C:単体 99.0 99.6 100 ％

労働時間および年次
有給休暇取得状況

従業員一人あたり年間総労働時間 C:単体 2031.1 2005.8 1966.9 時間

従業員一人あたり月平均時間外労働時間 C:単体 10.2 8.7 6.9 時間

年次有給休暇 付与日数 C:単体 19.8 19.7 19.6 日

取得日数 C:単体 13.4 15.1 15.4 日

年次有給休暇取得率 C:単体 67.8 76.5 78.5 ％
人材育成
への投資

人材育成投資費用 人材育成投資総額 C:単体 41,344 67,901 60,463 千円

従業員一人あたり人材育成能力開発投資費用 C:単体 83 130 113 千円

従業員一人あたり人材育成能力開発時間 C:単体 48.0 65.4 64.1 時間

集計範囲　 A:海外を含めた連結（B-EN-G + B-SERV + B-EN-G America） 　B:海外を除く連結（B-EN-G + B-SERV） 　C:単体（B-EN-G） 　Ｄ:海外（B-EN-G America）


